
□議員名：笹木 慶之 

１ 健全で持続可能な行財政運営の取組について 

論点 

本年３月に作成された財政計画（令和３年改訂版）の内容と令和３

年度決算において、かなり数値のかい離が見られる。計画行政の運

営は非常に重要な課題と受け止めるが、その現状分析と今後の対応

はどうか。 

回答 

令和３年度の財政計画と決算額にかい離が生じている理由は、決算

額は令和４年３月の補正予算や出納整理期間における収支等を加

えて確定するものだが、繰越事業や国庫支出金の精算等の詳細につ

いて正確に把握することが財政計画の策定時には困難であったた

めである。 

 

論点 

地方財政は地方自治体の収支であるとともに、地方財政の財務の政

策に係る財務でもある。地方自治体の目的が住民福祉の実現という

政策目標を掲げている以上財務もまた政策の重要な試算であり、全

ての政策は財務を伴っている。予算に基づいて的確に執行されるの

が決算であり、予算と決算がかい離したことは原因究明が必要であ

る。加えて、実施計画と財政計画は一体化させるべきものであり、

そのことが単年度予算につながるものであるがどう考えるか。 

回答 

地方自治法上、社会福祉の増進が一番であり、その裏付けとなるも

のは財政、財政民主主義である。財政の裏付けとしての予算措置、

財政計画等については、指摘があったことも十分勘案する中で総合

計画の裏付けとなる財政計画を粛々と進めていきたい。 

 

論点 

令和３年度の経常収支比率は、前年度と比べて６．１ポイント低下

している。このことについては評価するが、そのための具体的な取

組と今後の推移について問う。 

回答 

この要因としては、経常収支比率を算定する上で、分母となる経常

一般財源が１７億円増加しており、普通交付税における年度途中の

追加交付や令和２年度の新型コロナウイルス経済対策により徴収

猶予となった税目の収入など、令和３年度に起きた幾つかの特殊事



情が重なったことが大きく影響している。したがって一過性のもの

と受け止めている。 

 

論点 

一般会計において収入総額に占める自主財源の割合は、３７．７％

と低い水準にある。そこで本市が持つ特性を生かした財源の確保に

ついて、二つの事業について問う。本年度のゴルフ事業に対する本

市の対応とゴルフ場利用税交付金の額の評価について問う。 

回答 

ゴルフ場利用税交付金の額は前年度を上回る６，９５２万３，３３

５円となっている。その理由はコロナ禍において、屋外スポーツで

あるゴルフは密になりにくいということから人気が高まっている

ことに加え、ゴルフ場事業者による運営努力によるものと捉えてい

る。次に、本市の取組としては観光パンフレットやシティセールス

ガイドブックで人気の観光スポットとして紹介したり、ゴルフ場利

用券をふるさと納税の返礼品としたり市外の方に向けて魅力を発

信している。 

 

論点 

この財源は、依存財源として分類されているが、交付金算定に当た

っては、ゴルフ場設置自治体に起因するとされており、６場のゴル

フ場を有する本市はもっとゴルフに対する政策を打ち出すべきで

はないか。有効的な手段と思うがその取扱いはどうか。 

回答 

本市のゴルフ場は、県内でも非常に整備が行き届いたゴルフ場であ

ると評価されている。そうした中で、観光協会、ゴルフ協会等とも

連携しゴルフ場という本市の財産をまちづくりの一つとして捉え、

今まで以上に何らかの形で利活用していく必要があると考える。 

 

論点 

自主財前確保の２点目として、オートレース事業について、社会環

境の変化や他場の状況も含め本市の売上増加に向けての取組につ

いてどう進めているか。 

回答 

令和３年度の勝車売上額は、おおよそ１９１億円で対前年度比１１

１．８％と増進し、合併後の最高売上を更新した。その特徴として

は民間ポータルサイトの躍進とミッドナイトレースの一日平均売



上額が大きく伸びていることである。しかし、本場は場間場外等の

売上が減少していくという新たな問題も起きている。特に、本場に

ついては売上及び入場者ともに減少し、御指摘の通り入場者は４年

前の約半分にまで減少した。その対策として、ソフト面では、開催

日程や選手情報の効果的な発信、競走実施面では女子選手のみのガ

ールズ戦など工夫を凝らした企画レースを実施した。また、１日２

車乗りなどこれまでにないレースを展開しており、引き続きマシン

スポーツの魅力を堪能していただけるレース、ファンの皆様に楽し

んでいただけるレースを実施していく。 

 

２ ＪＲ美祢線・小野田線の維持・確保について 

論点 

国土交通省の有識者検討会は利用者が少ない赤字路線区間に関し、

運行見直しの協議に入ることを提言した。本市の美祢線・小野田線

は３年以内にその結論が求められている。現時点における本市の取

組はどうか。 

回答 

この提言を受け、現在、新たな制度や沿線自治体への支援に係る検

討が本格化している。本市では美祢線・小野田線の沿線４市での県

知事要望に引き継ぎ、県市長会や県央連携都市圏域推進協議会とい

う強固な連携体制を活用し、県に地域公共交通の持続的発展に向け

た強力な取組、国の財政支援措置の拡充に向けた働き掛けを要望し

た。 

 

論点 

ＪＲ２線が持つ多面的な機能の維持は今後の市政運営の基本に触

れるものである。まちづくりの根幹事業として早急に最良な対応が

求められているがその対応はどうか。 

回答 
沿線各市と連携し必要な対策を検討し、まちづくりの観点も含め、

あらゆる手段を排除することなく粘り強く模索していく。 

 

論点 
結論的には財政支援と利用者増加策しかない。駅名変更を含め、眠

っている地域の特性を生かした取組をどう考えるか。 



回答 
国の財政措置を見定めながら、駅名変更も考慮し利用促進に種々の

手法を講じたい。 

 


